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会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 23,000千円
② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,000千円
（注） １．監査等委員会は、日本監査役協会の「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計

監査人の監査計画、従前の事業年度における監査の職務状況、報酬見積りの算出根拠等を検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報
酬等の額を含めて記載しております。

３．上記以外に、前事業年度の監査に係る追加報酬2,200千円を支払っております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合には、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におい
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

（4）会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に関する事項
金融庁が2023年12月26日付で発表した処分の概要
①処分対象
太陽有限責任監査法人

②処分の内容
・契約の新規の締結に関する業務の停止３ケ月（2024年１月１日から同年３月31日ま
で。ただし、既に監査契約を締結している被監査会社について、監査契約の期間更新や
上場したことに伴う契約の新規の締結を除く。）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）
・処分理由に該当することとなったことに重大な責任を有する社員が監査法人の業務の一
部（監査業務に係る審査）に関与することの禁止３ケ月（2024年１月１日から同年３
月31日まで）

③処分理由
他社の訂正報告書等の監査において、同監査法人の社員である２名の公認会計士が、相
当の注意を怠り、重大な虚偽のある財務書類を重大な虚偽のないものと証明したため。
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会社の体制及び方針

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制
内部統制システムについての決定内容は以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
代表取締役社長が繰り返し法令及びコンプライアンス遵守の精神を役職員に伝えることに

より、その精神をあらゆる企業活動の前提とすることを周知する。また、基本理念となる
「行動指針」を示したコンプライアンスハンドブックを制定、全グループ役職員に配布して
周知を図り、それに沿った公正かつ誠実な行動の徹底を図る。
総務部においてコンプライアンスへの取り組みを横断的に統括することとする。同部を中

心とした階層別研修など教育、啓発を実施するとともに、グループ役職員に浸透するよう、
定期的な周知策を講じた役職員教育を行う。内部監査部は、総務部と連携のうえ、コンプラ
イアンスの状況を監査する。これらの活動は定期的に取締役会及び監査等委員会に報告され
るものとする。役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかに総務部に報
告することとする。報告を受けた総務部はその内容を調査し、再発防止策を担当部門と協議
のうえ決定し、全社的に再発防止策を実施させる。
また、法令･コンプライアンス違反を早期に発見し是正する施策として、問題発生に対し

速やかな通報を促進する目的で、内部通報制度（内部通報相談窓口、社外相談窓口）を定め
る。通報相談窓口では、匿名可能な専用通報ツール等を通じた受付と対策実施により、違反
行為の未然防止、早期発見と是正・再発防止に努める。
なお、内部通報制度により通報した者に対して、通報を理由としたいかなる不利益な取り

扱いも行ってはならない旨を定め、その旨を周知し適切に運用する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
法令と文書管理規程及び情報管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電

磁的媒体（以下、文書等という）に記録し、保存する。取締役は、文書管理規程及び情報管
理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。
情報管理の観点では、秘密情報の漏洩を防止するため、漏洩した場合の影響度に応じて情

報を区分し、区分ごとの開示内容や保存ルールを明確にした「機密文書管理基準」を制定、
運用することで情報資産の保全を図る。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社グループのリスクカテゴリーごとの責任部署と業務プロセスオーナーを定め、管理本

部担当役員を全社のリスクに関する統括責任者として任命し、当社グループの全体のリスク
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を網羅的・総括的に管理する。内部監査部がグループ各部門ごとのリスク管理の状況を監査
し、その結果を定期的に管理本部担当役員及び取締役会に報告する。
なお、経営に重大な影響を及ぼす恐れのあるリスクについては、リスク管理会議において

事前にリスクを評価･分析し、リスクの発生を防止する対応策とともに、リスクが発生した
場合の損害を最小限にとどめる具体的な諸施策を実施する。
また、経営への「影響度」と「発生可能性」からリスクを分布したリスクマップを作成し

て、年１回全体のリスクの見直しを行っている。
重大な経営リスクが実際に発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を

設置し、迅速な対応によって損失を最小限に抑えるとともに、再発防止のための対策を実施
する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役、社員が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、この目標達成に

向けて各部門が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含めた効率的な達成の方法を業務担
当取締役が定める。取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制とし
て、取締役の相互監視機能を強化する取り組みを行う方針のもと、取締役会を月1回開催し、
重要事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行状況の報告を行う。また、取締役会の審
議を充実して迅速な運営等の機能を補完するため、社内役員が構成する定例会議を行う。
ITを活用したシステムによりその結果を迅速にデータ化することで、取締役会が定期的に

その結果のレビューを実施し、効率化を阻害する要因を排除・低減する等の改善を促すこと
により、目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。
加えて経営に大きな影響を及ぼす可能性のある経営課題の把握、解決方法の検討等を行う

ために取締役、執行役員、関係する部門長をメンバーとする経営戦略会議を月1回開催し、
重要課題へ的確に対応する。

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
関係会社については、自立経営を原則としたうえで関係会社管理規程を制定し、業務の適

正を確保する。また、グループとして共有すべき経営理念、行動基準に沿った法令・コンプ
ライアンス等遵守、損失危険管理、情報保存管理等に関する基準を定め、その遵守に向けた
適切な啓蒙活動を実施する。
なお、経営戦略・事業戦略等グループ経営に影響を与える重要事項に対しては、リスクの

所在と対応策を明確にした承認・報告制度を整備する。
当社は、関係会社管理規程に則り、連結子会社の役員の兼任又は役員派遣もしくは担当部

署への速やかな報告、承認を通じ、連結子会社の重要な組織及び経理、業務、財務状況等の
経営を管理・監督する。
当社の内部監査部は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結果を当社取締役
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会及び各部門の責任者に報告し、是正、改善が必要な場合は、内部統制の改善策の指導、実
施の支援・助言を行う。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
監査等委員会は、 監査等委員会事務局及び内部監査部所属の職員とともに業務監査に必

要な事項に関し、情報交換、意見交換、連携を積極的に進める。
また、現在、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は配置していない。

⑦ 前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に
対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会より監査業務に必要な指示を受けた職員はその指示に関して、監査等委員以

外の取締役、内部監査部門等の指揮命令を受けないものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報
告に関する体制
監査等委員は、取締役会等において業務執行の報告を受けるとともに、業務執行に関する

重要な関係書類を閲覧できるほか、必要に応じて、グループを含む取締役及び使用人へ報告
を求めることができる。
また、子会社の取締役及び使用人から報告を受けたものは、監査等委員会に報告する必要

があると判断した重要な事項について、監査等委員会に報告するものとする。
監査等委員会に報告を行ったグループを含む取締役及び使用人が、当該報告をしたことを

理由として不利益な取扱いを受けることがないよう、「内部通報取扱規程」の通報者と同様
に保護措置を講じるものとする。

⑨ 監査等委員の業務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該業務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務について生ずる必要な費用の前払又は償還請求その他の当該業務の

執行について生ずる費用又は債務の処理について請求があったときは、速やかに当該費用の
支払いを行う。

⑩ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員は、代表取締役を含む取締役及び主要な使用人との定期的な会合を行う。監査

等委員会は、監査の実効性確保に係る各監査等委員の意見を十分に尊重する。監査等委員
は、その職務の適切な遂行を図るため、必要に応じて、外部の関係情報の収集及び社内外の
関係者からの意見聴取を図る。
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⑪ 財務報告及び情報開示に係る内部統制の体制
当社及びグループ各社は、金融商品取引法及び関連法令の定めに従い、健全な内部統制環

境の保持に努め、有効かつ正当な評価ができる内部統制システムを構築し、適正な運用に努
めることにより、財務報告の信頼性と適正性を確保する。情報開示に関しては、東京証券取
引所の有価証券上場規程に基づき、適時適切な開示を実施する。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備
当社及びグループ各社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で対応し、一切関係を

持たないことを基本方針とする。
チェック体制として、対象取引に該当する際は、事前に関与する法人・個人に対して、外

部調査機関を利用して反社会的勢力の有無判定を実施する。また、管理本部統括のもと必要
に応じて警察・顧問弁護士等、外部の専門機関とも連携を図り、組織的かつ速やかに対応す
る。



― 6 ―

当該体制の運用状況の概要

① 取締役の業務執行の法令及び定款との適合性を確保するため、取締役会を定期的に開催
する等、取締役の相互監視機能を強化する取り組みを行うとの方針に基づいて、取締役会に
おける審議の充実に努めております。

② 法令･コンプライアンス遵守のために基本理念となる「行動指針」を示したコンプライ
アンスハンドブックを制定、全グループ役職員に配布して周知を行います。また、管理職を
はじめとする階層別研修を通じて教育、啓発を実施するとともに、グループ役職員に浸透す
るよう、定期的な周知策を講じで遵守の徹底を図っております。
合わせて、法令･コンプライアンス違反を早期に発見是正する施策として内部通報制度を導
入し、内部通報相談窓口、社外相談窓口を設置して、グループ社員のコンプライアンス遵守
意識を高めております。

③ 財務報告に係る内部統制につきましては、金融商品取引法及び関連法令並びに東京証券
取引所への適合性を確保するため、組織として十分な体制を構築するとの方針に基づいて、
その整備に努めております。

（注） 本事業報告中の記載金額及び株数については表示単位未満を切り捨てて表示しております。また、比率
等について持株比率は表示桁未満の端数を切り捨て、その他は四捨五入しております。なお、消費税等
は含めておりません。
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連結株主資本等変動計算書
（2024

2025
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 646,494 807,628 3,432,421 △52,537 4,834,006
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △125,059 △125,059
親会社株主に帰属する当期純利益 486,465 486,465
自 己 株 式 の 取 得 △37,488 △37,488
自 己 株 式 の 処 分 3,580 12,655 16,236
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − 3,580 361,406 △24,832 340,154
2025 年 ３ 月 31 日 残 高 646,494 811,208 3,793,828 △77,369 5,174,160

（単位：千円）
その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 76,059 31,289 △26,163 81,186 4,915,192
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △125,059
親会社株主に帰属する当期純利益 486,465
自 己 株 式 の 取 得 △37,488
自 己 株 式 の 処 分 16,236
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △17,488 △12,018 99,574 70,068 70,068

連結会計年度中の変動額合計 △17,488 △12,018 99,574 70,068 410,223
2025 年 ３ 月 31 日 残 高 58,571 19,271 73,411 151,254 5,325,415
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 ダイドレ株式会社

ダイポリシステム株式会社
クリテック株式会社
株式会社ハネイシ

連結子会社の事業年度等に
関する事項

連結子会社の事業年度の末日が、連結決算日と異なる会社はあ
りません。

連結範囲の変更 連結子会社であったダイドレ物流有限会社は、2024年４月１
日付でダイドレ株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅
したため、連結の範囲から除外しております。

２．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法
により算定）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資
産を除く）

定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備

は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３〜50年
機械装置 ７〜12年
工具器具備品 ２〜20年

② 無形固定資産（リース資
産を除く）

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリ
ース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

④ 長期前払費用 均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。
（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額
に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 役員の役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金
規程に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤ 株式報酬引当金 役員に対する将来の当社株式の交付等に備えるため、株式報
酬規程に基づき、支給見込額のうち当連結会計年度末までに発
生していると認められる額を計上しております。
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（4）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① ヘッジ会計の方法
イ）ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処

理の要件を満たしている為替予約については振当処理によって
おります。

ロ）ヘッジ手段とヘッジ対
象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお
りであります。
ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建仕入債務及び外貨建予定取引

ハ）ヘッジ方針 デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、ヘッジ対象に
係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま
す。

ニ）ヘッジ有効性評価の方
法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間においてヘッジ
対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等
を基礎にして判断しております。ただし、振当処理の要件を満
たしている為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象
に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フロ
ーが固定されているため、ヘッジの有効性評価を省略しており
ます。

② のれんの償却に関する事
項

のれんの償却については、金額に重要性が乏しい場合を除
き、合理的な見積りに基づき、発生年度より10年以内で均等
償却しております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法
イ）退職給付見込額の期間

帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基
準によっております。

ロ）数理計算上の差異及び
過去勤務費用の費用処
理方法

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理してお
ります。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用
処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用について

は、税効果を調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利
益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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ハ）小規模企業等における
簡便法の採用

連結グループの一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④ グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。
⑤ 収益及び費用の計上基準
イ）管工機材 管工機材に係る収益は、商品を事業会社等に販売する事業で

あり、顧客との取引基本契約書に基づき当該商品の引渡しを行
う義務を負っております。当該履行義務は商品が引き渡される
一時点で充足されるものであると当社は判断し、引渡時点にお
いて収益を認識しております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定

める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内販売におい
て、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時
までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識
しております。
売上高は顧客との契約において約束された対価から値引き、

購入量に応じた割戻し等を控除した金額で測定しております。
変動性のある値引き、割戻し等を含む変動対価については、過
去、現在及び予想を含む合理的に利用可能な全ての情報を用い
て当社が権利を得る対価の金額を見積り、重大な戻入れが生じ
ない可能性が高い範囲でのみ売上高を認識しております。

ロ）施工関連 施工関連に係る収益は、施工物件を事業会社等に引渡す事業
であり、顧客との工事請負契約書に基づき当該施工物件の引渡
しを行う義務を負っております。報告期間の末日において測定
した履行義務の充足に係る進捗度に基づき、工事期間にわたっ
て売上高を認識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法は、主とし

て発生原価に基づくインプット法によっております。
ただし、工事期間が３ヶ月以内の工事については、一定の期

間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で
収益を認識しております。
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(5)表示方法の変更に関する注記
(連結損益計算書)
前連結会計年度において「営業外収益」の「その他」に含めておりました「固定資産売却

益」（前連結会計年度763千円）については、金額的重要性が高まったため、当連結会計年度
においては区分掲記しております。

(6)会計方針の変更に関する注記
(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用)
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま
す。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用
指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な
お、当該会計方針の変更による当期連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指
針を当連結会計年度の期首から適用しております。
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(7)会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(見積りの内容)
・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下
で回収可能価額を見積り、帳簿価額に減額しています。
(当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額)
・有形固定資産及び無形固定資産 2,497,619千円
・投資その他の資産 423,745千円
なお、本計上額の内訳として、継続して減損の兆候を識別した資産(グループ)に関して割

引前将来キャッシュ・フローが資産(グループ)の帳簿価額を上回っていることから減損損失
を計上しておりませんが、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスク
に鑑みて開示項目としております。
減損の兆候を識別した資産(グループ)
・有形固定資産及び無形固定資産 573,423千円
(その他見積りの内容に関する理解に資する情報)
見積りの算出方法
・固定資産の回収可能価額の決定にあたって使用価値と正味売却価額のいずれか大きい額に
よっています。使用価値の見積りにあたって、資産（グループ）から生じる見積り将来キャ
ッシュ・フローを基にしています。
見積りの算出に用いた主な仮定
・主要な固定資産を土地としており、20年を将来キャッシュ・フローの見積り期間としてい
ます。
・物件ごとにグルーピングを行う賃貸及び遊休資産を除きクリエイトは各営業所、子会社は
主要な子会社全体を概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としています。
翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
・時価が下落し正味売却価額が簿価を下回る固定資産を保有している営業所や子会社の翌連
結会計年度以降の実績が下がり見積り将来キャッシュ・フローが大幅に下がった場合、減損
損失が発生する可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．棚卸資産の内訳

商 品 及 び 製 品 2,207,395千円
仕 掛 品 250,376千円
原材料及び貯蔵品 225,885千円

２．担保に供している資産
建 物 及 び 構 築 物 188,617千円
土 地 1,226,460千円
投 資 有 価 証 券 81,386千円
貸 与 建 物 40,738千円
合 計 1,537,202千円

担保に係る債務の金額
買 掛 金 892,663千円
電 子 記 録 債 務 2,485,802千円
１年内返済予定の
長 期 借 入 金 160,000千円
長 期 借 入 金 250,000千円
合 計 3,788,465千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 2,278,462千円
４．投資その他の資産の減価償却累計額 287,183千円
５．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
６．手形債権流動化に伴う買戻義務 204,374千円
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７. 当座貸越契約等
当社グループは、短期運転資金を機動的かつ安定的に調達するため当座貸越契約及び取引銀

行とコミットメントライン契約（シンジケーション方式）を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入実行残高等は次

のとおりです。
当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 5,350,000千円
借 入 実 行 残 高 −千円
差 引 額 5,350,000千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末日における発行済株式の数 普通株式 3,969,000株
２．剰余金の配当に関する事項

当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
決議日 株式の種類 配当金の総額 １株当たり

配当額 基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会 普通株式 70,216千円 18円 2024年

３月31日
2024年
６月24日

2024年11月７日
取締役会 普通株式 54,842千円 14円 2024年

９月30日
2024年
12月２日

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議予定日 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 93,170千円 24円 2025年

３月31日
2025年
６月23日
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取り組方針
当社グループは、主に管工機材の卸売事業を行うための計画に照らして、必要な資金(主に

銀行借入)を調達しております。資金運用については基本的に短期的な預金等に限定しており
ます。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ
ない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。
営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。ま

た、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されて
おります。
借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び設備投資資金

に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で６年５か月後であり
ます。このうち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されています。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目

的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、
ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等は、「連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項に関する注記等」２．会計方針に関する事項 (4) その他連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項 ①ヘッジ会計の方法に記載のとおりであります。
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(3)金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、総務部が取引先の状況を定期的にモニタ

リングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結

貸借対照表価額により表わされています。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
一部の連結子会社は、外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

スクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状
況により、輸入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債務に対する先
物為替予約を行っております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
デリバティブ取引につきましては、一部の連結子会社が社内規定に基づき、新規取引を取締

役会の承認事項とし、月次の取引実績を取締役会で報告しております。また、経理部におい
て、月次で契約先と残高照合を行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき経理部が将来一定期間の資金収支見込みを作成するとと

もに、その見込みとの乖離を随時把握することで、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関す
る事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティ
ブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めてお
りません（（注2）を参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び
売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払法人税等は短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価

は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

（1）投資有価証券
その他有価証券 136,615 136,615 −

資産計 136,615 136,615 −
（1）長期借入金（※１） 893,429 892,550 △878
（2）リース債務（※２） 225,722 221,401 △4,320

負債計 1,119,151 1,113,951 △5,199
デリバティブ取引（※３）
ヘッジ会計が適用されているもの 27,910 27,910 −

デリバティブ取引計 27,910 27,910 −
※１ １年内返済予定の長期借入金を含めております。
※２ １年内に支払予定のリース債務を含めております。
※３ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しております。
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（注）１．有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）投資有価証券

その他の有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計
上額及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

種類 取得価額又は
償却原価

連結貸借対照表
計上額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得価額又は償却原価を
超えるもの

株式 50,635 136,139 85,504

連結貸借対照表計上額が
取得価額又は償却原価を
超えないもの

株式 512 476 △35

合計 51,147 136,615 85,468

（2）デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの
連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおり
であります。

(単位：千円)
ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の

種類等 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等の
うち１年超 時価

為替予約等の振当
処理

為替予約取引 買掛金 554,564 270,631 28,983買建米国ドル
為替予約等の振当
処理

為替予約取引
買建中国元 買掛金 108,810 − △1,072

合 計 663,375 270,631 27,910

（注）２．市場価格のない株式等
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 13,500
これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。
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（注）３．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

１年内 １年超２年内 ２年超３年内 ３年超４年内 4年超5年内 ５年超

長期借入金 428,461 271,046 152,184 41,738 − −

リース債務 49,153 45,322 36,948 34,102 30,829 29,366

合計 477,614 316,368 189,132 75,840 30,829 29,366
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３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定

した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。
(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 136,615 − − 136,615

デリバティブ取引

通貨関連 − 27,910 − 27,910

資産計 136,615 27,910 − 164,526
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(2)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 892,550 − 892,550

リース債務 − 221,401 − 221,401

負債計 − 1,113,951 − 1,113,951
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。

長期借入金及びリース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、大阪市に本社ビル（土地を含む）を有しており、一部のフロアを賃貸しているた
め、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。
また、その他の地域において、自社所有の土地、建物を貸与しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価
賃貸等不動産 403,667 211,180
賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産※ 542,599 572,000
※賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、大阪本社ビルの自社使用分を含めておりますが、賃
貸等不動産として使用される部分と自社で使用する部分の時価を区別して把握することが困難であるため、
当該不動産全体を注記の対象としております。

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま
す。

（注）２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価書」に基づいた金額（時点修正含む）、重要
性の乏しいものについては、路線価等による評価額に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調
整を行ったものを含む）であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,371円 78銭
２．１株当たり当期純利益 124円 44銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 486,465千円
普通株主に帰属しない金額の内訳 −千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 486,465千円
普通株式の期中平均株式数 3,909,143株
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
売上高

管工機材
排水・汚水関連商品 7,262,226
給湯・給水関連商品 9,009,627
化成商品 10,976,418
その他 8,840,915

施工関連 119,980
物流関連 340,925
顧客との契約から生じる収益 36,550,093
外部顧客への売上高 36,550,093
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２．収益を理解するための基礎となる情報
管工機材
管工機材に係る収益は、商品を事業会社等に販売する事業であり、顧客との取引基本契

約書に基づき当該商品の引き渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は商品が引
き渡される一時点で充足されるものであると当社は判断し、引渡時点において収益を認識
しております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取り扱いを適

用し、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移
転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
売上高は顧客との契約において約束された対価から値引き、購入量に応じた割戻し等を

控除した金額で測定しております。変動性のある値引き、割り戻し等を含む変動対価につ
いては、過去、現在及び予想を含む合理的に利用可能な全ての情報を用いて当社が権利を
得る対価の金額を見積り、重大な戻し入れが生じない可能性が高い範囲でのみ売上高を認
識しております。

施工関連
施工関連に係る収益は、施工物件を事業会社等に引き渡す事業であり、顧客との工事請

負契約書に基づき当該施工物件の引き渡しを行う義務を負っております。報告期間の末日
において測定した履行義務の充足に係る進捗度に基づき、工事期間にわたって売上高を認
識しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積り方法は、主として発生原価に基づくインプ

ット法によっております。
ただし、工事期間が３ヶ月以内の工事については、一定の期間にわたり収益を認識せず、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
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３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等
当連結会計年度における当社及び連結子会社における顧客との契約から生じた債権、契

約資産及び契約負債の期首及び期末残高は下記のとおりです。なお、連結貸借対照表にお
いて、顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、流動資産の「受取手形及び売掛金」、
「電子記録債権」に含まれており、契約負債は、流動負債の「その他」に含まれておりま
す。
契約負債は、顧客との契約について契約条件に基づき顧客から受け取った前受金に関す
るものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

期首残高(千円) 期末残高(千円)
顧客との契約から生じた債権 8,551,752 8,723,522

契約資産 4,136 −
契約負債 79,002 79,595
契約負債は、主として顧客からの前受金に関するものであります。契約負債は収益の認識に
伴い取り崩されます。なお、当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債に
含まれていた金額は79,002千円であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超え

る重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客
の契約から生じる対価の中に、取引対価に含まれていない重要な金額はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（2024

2025
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準備金
その他資
本剰余金

利 益
準備金

その他利益剰余金
別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2024 年４月１日残高 646,494 786,078 4,411 59,128 1,300,000 1,344,543 △52,537 4,088,117
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △125,059 △125,059
当 期 純 利 益 265,094 265,094
自 己 株 式 の 取 得 △37,488 △37,488
自 己 株 式 の 処 分 3,580 12,655 16,236
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − 3,580 − − 140,035 △24,832 118,783
2025年３月31日残高 646,494 786,078 7,991 59,128 1,300,000 1,484,579 △77,369 4,206,901

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金

2024 年４月１日残高 76,070 4,164,188
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △125,059
当 期 純 利 益 265,094
自 己 株 式 の 取 得 △37,488
自 己 株 式 の 処 分 16,236
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △17,474 △17,474

事業年度中の変動額合計 △17,474 101,308
2025年３月31日残高 58,595 4,265,497
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び
関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産

を除く）
定率法によっております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設

備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３〜50年
構築物 10〜30年
機械及び装置 ７〜12年
工具器具及び備品 ３〜20年

（2）無形固定資産（リース資産
を除く）

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリー
ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

（4）長期前払費用 均等償却によっております。
なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

（2）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

（3）役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込
額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

（4）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職
給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度まで
の期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理し
ております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しており
ます。

（5）株式報酬引当金 役員に対する将来の当社株式の交付等に備えるため、株式
報酬規程に基づき、支給見込額のうち当事業年度末までに発
生していると認められる額を計上しております。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。
（2）退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤

務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
るこれらの会計処理の方法と異なっています。

（3）収益及び費用の計上基準 管工機材に係る収益は、商品を事業会社等に販売する事業
であり、顧客との取引基本契約書に基づき当該商品の引き渡
しを行う義務を負っております。当該履行義務は商品が引き
渡される一時点で充足されるものであると当社は判断し、引
渡時点において収益を認識しております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に

定める代替的な取り扱いを適用し、商品又は製品の国内販売
において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転
される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に
収益を認識しております。
売上高は顧客との契約において約束された対価から値引

き、購入量に応じた割り戻し等を控除した金額で測定してお
ります。変動性のある値引き、割り戻し等を含む変動対価に
ついては、過去、現在及び予想を含む合理的に利用可能な全
ての情報を用いて当社が権利を得る対価の金額を見積り、重
大な戻し入れが生じない可能性が高い範囲でのみ売上高を認
識しております。

5. 会計方針の変更に関する注記
(法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用)
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用
指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な
お、当該会計方針の変更による当期計算書類への影響はありません。
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6. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
(見積りの内容)
・固定資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に、一定の条件の下
で回収可能価額を見積り、帳簿価額に減額しています。
(当事業年度の計算書類に計上した金額)
・有形固定資産及び無形固定資産 1,559,239千円
・投資その他の資産 673,428千円
なお、本計上額の内訳として、継続して減損の兆候を識別した資産(グループ)に関して割

引前将来キャッシュ・フローが資産(グループ)の帳簿価額を上回っていることから減損損失
を計上しておりませんが、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を及ぼすリスクに鑑みて
開示項目としております。
減損の兆候を識別した資産(グループ)
・有形固定資産及び無形固定資産 324,078千円
・投資その他の資産 249,345千円
(その他見積りの内容に関する理解に資する情報)
見積りの算出方法
・固定資産の回収可能価額の決定にあたって使用価値と正味売却価額のいずれか大きい額に
よっています。使用価値の見積りにあたって、資産（グループ）から生じる見積り将来キャ
ッシュ・フローを基にしています。
見積りの算出に用いた主な仮定
・主要な固定資産を土地としており、20年を将来キャッシュ・フローの見積り期間としてい
ます。
・物件ごとにグルーピングを行う賃貸及び遊休資産を除き各営業所を概ね独立したキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の単位としています。
翌事業年度の計算書類に与える影響
・時価が下落し正味売却価額が簿価を下回る固定資産を保有している営業所の翌事業年度以
降の実績が下がり見積り将来キャッシュ・フローが大幅に下がった場合、減損損失が発生す
る可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産

建 物 127,024千円
土 地 1,039,233千円
投 資 有 価 証 券 81,386千円
貸 与 建 物 102,331千円
貸 与 土 地 187,226千円
合 計 1,537,202千円

担保に係る債務の金額
買 掛 金 892,663千円
電 子 記 録 債 務 2,485,802千円
１年内返済予定の
長 期 借 入 金 160,000千円
長 期 借 入 金 250,000千円
合 計 3,788,465千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,325,281千円
３．投資その他の資産の減価償却累計額 481,495千円
４．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
５．手形債権流動化に伴う買戻義務 204,374千円
６. 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 21,916千円
短 期 金 銭 債 務 250,674千円

７. 当座貸越契約等
当社は、短期運転資金を機動的かつ安定的に調達するため当座貸越契約及び取引銀行とコミ

ットメントライン契約（シンジケーション方式）を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入実行残高等は次のと

おりです。
当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 3,850,000千円
借 入 実 行 残 高 −千円
差 引 額 3,850,000千円

８．保証債務 関係会社の借入金に関し、次のとおり債務保証を行っております。
ダイドレ株式会社 16,690千円
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（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との営業取引高

・売上高 46,584千円
・仕入高 2,461,722千円

２．関係会社との営業取引以外の取引高 29,901千円
（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 86,880株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

貸倒引当金 41,258千円
賞与引当金 71,498千円
役員賞与引当金 8,476千円
未払賞与 7,672千円
未払事業税 9,308千円
退職給付引当金 248,599千円
役員退職慰労未払金 409千円
関係会社株式評価損 17,465千円
会員権評価損 11,549千円
減損損失 33,739千円
その他 62,757千円
繰延税金資産小計 512,735千円
評価性引当額 △76,716千円
繰延税金資産合計 436,019千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △26,908千円
合併受入資産 △1,781千円
その他 △11,005千円
繰延税金負債合計 △39,694千円
繰延税金資産の純額 396,324千円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
１年以内 115,070千円
１年超 167,517千円
合 計 282,588千円

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表の(収益認識に関する注記)をご参照ください。

（関連当事者との取引に関する注記）
１．役員及び個人主要株主等

属性 氏 名
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 柴田勝 ― 当社
取締役

被所有
直接

0.4
― ― 社宅貸与 1,069 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当社取締役 柴田勝への社宅貸与は、役員関係内規に基づき実行された金額であります。
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２．子会社等

属性 名 称
資本金又
は出資金
（千円）

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有

（被所有）
割合（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）
役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 ダイドレ
㈱ 49,680

排水継手、
器具等の製

造

所有
直接
100.0

当社役員
3人

―
資金の
貸付
(※1)

60,000
関係会
社短期
貸付金

60,000

商品の
仕入

商品の
購入
(※2)

2,142,746 買掛金 178,354

債務保
証

債務保証
(※3) 16,690 ― ―

不動産の
賃貸

不動産の賃
貸(※4) 10,051 ― ―

子会社
ダイポリ
システム
㈱

30,000
配管資材の
組立加工及
び加工製品
の販売

所有
間接
100.0

当社役員
2人

不動産の
賃貸

不動産の賃
貸(※4) 17,276 ― ―

子会社 クリテッ
ク㈱ 50,000

電気、土木、
管工事の請
負等

所有
直接
100.0

当社役員
4人 ―

資金の
貸付
(※1)

資金の貸付
50,000

資金の回収
100,000
利息の受取

333

関係会
社短期
貸付金

8,000

関係会
社長期
貸付金

22,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）(※1)子会社に対する貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

(※2)商品の購入については、市場価格を勘案し双方協議のうえ決定しております。
(※3)借入先の金融機関に対して債務保証を行っております。債務保証に係る保証料等は受領しておりませ

ん。
(※4)近隣の地代相場を参考に価格を決定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,098円 75銭
２．１株当たり当期純利益 67円 81銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
損益計算書上の当期純利益 265,094千円
普通株主に帰属しない金額の内訳 −千円
普通株式に係る当期純利益 265,094千円
普通株式の期中平均株式数 3,909,143株

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月14日

クリエイト株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 児 玉 秀 康

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 田 充 規

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、クリエイト株式会社の2024年４月１日から2025年

３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、クリエイト株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する
指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年５月14日

クリエイト株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人
大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 児 玉 秀 康

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 田 充 規

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、クリエイト株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの第77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上


